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OECD における国際課税を巡る議論の最新状況 

 

1. はじめに 

 

 ここ何年か、経済協力開発機構(OECD)は、モデル租税条約

及びそのコメンタリ並びに移転価格ガイドラインの改訂に向け

て活発に改訂協議文書(ディカッション・ドラフト)等を発表して

います。今回は、その中でも、実務的に大きな影響を及ぼし、

かつ、重要性も高いと考えられる、2009 年 9 月 9 日公表の

｢OECD 移転価格ガイドライン第 1 章～第 3 章改定(案)｣と同

年 11 月 24 日公表の｢OECD モデル租税条約新 7 条(事業所

得)｣改定案の概要について紹介します。なお、これらはいず

れも草案の段階であり、今後、以下に記載した内容とは異な

る内容となる可能性があることにご留意下さい。 

 

2. ｢OECD 移転価格ガイドライン第 1 章～第 3 章改定

(案)｣の概要 

 

(1) 主要な改正点 

 

 ｢OECD 移転価格ガイドライン第 1 章～第 3 章改定(案)｣(以

下｢ガイドライン改定案｣といいます。)における主要な改正点と

しては、①独立企業間価格の算定方法に関して、比較対象取

引の存在を前提とするいわゆる伝統的な取引基準法(我が国

における｢基本 3 法｣に相当します。)がその他の方法に優先

して適用されるという原則（いわゆる「基本 3 法優先の原則」）

を排し、事案に即して最も適当な方法(most appropriate 

method)を適用すべきとされた点、②「取引単位利益法」(我が

国でいう利益分割法(PS 法)及び取引単位営業利益法

(TNMM)に相当します。)の適用・運用指針等を明示した点、③

比較可能性の分析手法について、その重要性を強調した上

で、具体的な手法を明示した点が挙げられます。 

 

(2) 上記①について 

 

 従前の OECD 移転価格ガイドラインでは、独立企業間価格

の算定方法の選択に関しては、我が国の移転価格税制と同

様に、基本 3 法優先の原則が採用されていました。これに対

して、ガイドライン改定案では、各事案の状況に応じて、最も

適当な方法を独立企業間価格の算定方法として検討すべき

ことが明示されました。これは、米国における独立企業間価格

の算定方法の選択に関するルールである、「best method 

rule」と類似のものを採用するものといえ、今後の各国の移転

価格税制の在り方に大きな影響を与えるものと考えられま

す。 

 ただし、このガイドライン改定案では、基本 3 法とそれ以外

の方法に同等に信頼性が認められる場合には、基本 3 法の

適用が望ましいとされています。また、「独立企業間価格の算

定方法の選択に関して各事案の状況に応じて最も適当な方

法を採用すべき」とすることの意味は、全ての独立企業間価

格の算定方法を十分に検討した上で、最適な独立企業間価

格の算定方法を選択すべしという意味ではない、ともされてい

ます。これらは、独立企業間価格の算定方法の選択に関する

課税当局及び納税者の双方の負担に配慮したものであると

考えられます。 

 以上のような、「独立企業間価格の算定方法に関して事案

に即して最も適当な方法を適用すべし」とする改正が、実際に

OECD 移転価格ガイドラインに反映され、我が国を含む各国

の移転価格税制に組み込まれた場合には、国際的な事業展

開を行う企業が独立企業間価格の算定方法を選択する際に

は、相応の合理的理由を基礎として選択をなすことが必要と

なると考えられ、実務上は、かかる合理的理由を文書の形で

残しておくこと(文書化)が重要になるものと考えられます。 

 

(3) 上記②について 

 

 この点については、PS 法の適用が妥当な場合として、高度

に統合された事業について適用される場合、あるいは、取引

当事者の双方が独自かつ価値ある資産(例えば、無形資産)

を拠出している場合が挙げられる旨が明記されました。 

 また、PS 法を適用する際の指針については、PS 法を適用

する際の合算利益及び合算利益の分割ファクターが、(A)関

連者間取引における機能分析、特に関連者間におけるリスク

分担の分析と整合的であるべきこと、(B)独立当事者間であっ

たならば合意されたであろう分割されるべき利益・分割ファク

ターと整合的であるべきこと、(C)利益分割アプローチの類型

(貢献度に基づく分割法、残余利益分割法その他の手法)と整

合的であるべきこと、(D)合理的に信頼できる方式で測定され

ていること、が明示されています。 

 更に、合算利益の分割ファクターについても、資産・資本及

び費用を用いることをベースにしつつも、状況に応じて、販促

活動による追加的売上げ(incremental sales)、取引に価値を

付与する重要な機能を担った人員の数、又は(一定の相関性

が認められる場合には）販促活動に費やした時間、を用いる

こともできるとされました。 

 なお、TNMM については、取引当事者の双方が独自の無形

資産を用いている場合には信頼できない手法であるとされ、

TNMM の適用に際しては、適切な利益水準指標(net profit 

margin indicator)の選定が重要視されるべきことが明示されて

います。
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(4) ③について 

 

 ここでは比較可能性に関する検討の重要性が示されると共

に、適正な比較対象取引等を探し出すことは往々にして困難

が伴うことから、納税者と課税当局の双方について、比較可

能性を検討する際の負担に配慮すべきことも明示されまし

た。具体的には、比較可能性の検討は、最も信頼できる比較

対象取引(コンパラブル)を発見することが目的ではあるが、そ

うであるからといって、必ずしも比較対象取引となり得る取引

が存在すると推測される全てのソースを網羅的に検討するこ

とにはならないとされています。これは、比較可能性に関する

検討に必要な情報の入手可能性には限界がある上に、比較

対象取引の発見は非常に煩雑なものであると考えられるから

です。従って、各事案の個別具体的な状況下で、合理的に信

頼できる比較対象取引を発見することで、比較可能性に関す

る検討は十分であるということになります。ただ一方では、以

上のような方法に基づく比較可能性に関する検討が行われて

いたとしても、より信頼できる比較対象取引が見つかればそ

れを使用することができるとされています。そして、比較可能

性に関する検討過程の透明性を確保するために、納税者及

び課税当局の双方がそれぞれの立場をサポートする適切な

文書をお互いに提供することは、比較可能取引の信頼性を吟

味するための good practice であるとされています。 

 更に、比較対象取引を選定する場合の典型的なプロセスと

して、10 のステップが掲げられています。 

 その他、セグメント損益ではなく、会社全体の損益を用いる

場合が適切なこともあり得るということや、取引を一体として

把握した方が適切な場合もあるということ、更には、最も適切

な独立企業間価格の算定方法が取引単位利益分割法である

場合には、納税者が国外関連者の財務情報を含む適切な情

報を提供することが望まれるということ等が指摘されている

他、商業データベースの利用についても言及されています。 

 比較可能性自体については、比較可能取引と国外関連取

引との間に余りに多くの調整が必要な場合や、比較対象取引

の比較可能要素に多大な影響を与えるような調整が必要な

場合には、比較対象取引の選定自体が妥当でないことを示し

ている可能性がある旨や、独立企業間価格の算定結果が極

端なものとなった場合には、比較対象取引の選定自体がおか

しいことが原因である可能性がある旨などが指摘されていま

す。 

 

3. ｢OECD モデル租税条約新 7 条(事業所得)｣の概要 

 

(1) 主要な改正点と従前の改定案 

 

 2009 年 11 月 24 日付けで公表された｢OECD モデル租税条

約新 7 条(事業所得)｣の改定案(以下｢7 条再改定案｣といいま

す。)における改正のポイントは、①移転価格に関する条項(9

条)と同様な対応的調整の規定が 7 条にも設けられたこと、②

文書化の必要性について 9 条と 7 条とで特に差がないことが

明示されたこと、の 2 点です。 

 この 7 条再改定案は、2008 年 7 月に既に公表されていたモ

デル租税条約 7 条の改定案(以下「旧改定案」といいます。)を

更に改定したものです。旧改定案では、恒久的施設(PE)を分

離・独立した事業体と看做して PE に帰属する所得を算定す

ることに関して詳細な定めがなされていました。7 条再改定案

は、このような基本的な考え方を踏襲した上で、更に明確化

の観点から上記のような改定を加えています。 

 

(2) PE への帰属利得の算定について 

 

 これは、PE に帰属する利益の算定に当たっては、PE が分

離・独立した事業体であるというフィクションを用いて独立企業

間原則を適用するというものですが、このようなフィクション

は、PE に帰属する利益の算定のみを目的として用いられる

べきものとされています。従って、例えば、PE がその本店に

貸付金に対する「利子」を支払っているような場合、それは PE

に帰属する利益の算定上「利子」として扱われる(即ち、PE に

帰属する利益から控除される)だけであり、これとは別に、モデ

ル租税条約の利子に関する規定である 11 条が適用されて、

PE が属する企業（本店）において利子所得として課税される

ことはない旨が明示されています。そのため、企業全体が赤

字であっても、その PE には利益が帰属することがあり得るこ

とになります。なお、具体的な算定方法は、2008 年の OECD

の レ ポ ー ト “ Attribution of Profits to Permanent 

Establishment”に依拠しています。 

 

(3) 文書化との関係 

 

 7 条再改定案では、関連者間における取引(即ち、移転価格

税制に関する定めであるモデル租税条約 9 条に規定された

関連者間取引)以上に、より煩雑な文書化の要請を納税者に

対して負わせるものではないことが明示されました。 

 

4. おわりに 

 

 以上のとおり、ガイドライン改定案、7 条再改定案とも実務的

に重要な改正点を含んでいますので、今後の OECD における

改定案の最終化の状況、それを受けた我が国課税当局の対

応等が注目されます。 

 

以 上 


